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－概要－

国土交通省では社会全体の生産性向上につながる取り組みの加速化に総力を挙げている。取り組みの

一環として積算温度を用いたコンクリート強度の推定方法に対する機運も高まってきており，本研究で

は標準期および夏期施工となる実構造物を対象とし、積算温度を用いたコンクリート強度の推定方法の

精度を検討することとした。コンクリートの温度履歴と周囲温湿度を計測し、積算温度を用いた方法と、

構造物本体の強度管理および型枠解体時期判定用の供試体を用いた試験結果との比較を行い、既存の強

度推定式の精度を確認した。本報で実施した強度確認の流れおよびその応用方法に関してひとつの事例

として提示した。

－技術的な特長－ 

標準期(図 1)および夏季施工(図 2)の RC造マンション新築工事を対象とし、型枠と支保工の解体時期

を決定するため、積算温度によるコンクリート強度の推定と応用例を検討した。まず、建物 A に代表

的な部材の被りおよびコンクリートの表面に計測点を設置し、温度履歴や表面温度と被り温度との差

などを確認した。そして、建物 B に代表的な部材の被りおよび中心部に計測点を設け、温度履歴の変

化を確認した。次に、積算温度による推定強度と試験結果との比較を行い、標準養生と異なる施工環

境において強度推定式の精度を確認した(図 3)。さらに、積算温度による強度推定の流れ(図 4)および適

用結果を示し、実務に有益な情報を提示した。本報で修得した技術を今後の工事に反映することによ

り、保有技術の活用による工事の確実性を向上させることが期待できる。

工事概要

建築場所：大阪市西区

主要用途：共同住宅と店舖

構造種別：RC造

規模：地上 10階

建築面積：164.57 m2

施工床面積：1603.52 m2 

計測階高：2,850mm(8F～10F)

平面図（標準階）

工事概要

建築場所：東京都千代田区

主要用途：共同住宅

構造種別：RC造

規模：地上 9階

建築面積：115.59 m2

施工床面積：1040.21 m2 

計測階高：2,810mm(5F) 

          2,760mm(6F～7F) 平面図（標準階）

図 1 計測対象（建物 A）             図 2 計測対象（建物 B）

480.000 0

図 3 推定強度と圧縮強度の関係 図 4 積算温度を用いた方法の流れの例
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1.はじめに 

国土交通省は、コンクリートの圧縮強度に関す

る告示案と型枠や支柱の取り外しに関する告示

案を 2016 年 1 月 16 日に公表した。コンクリー

トの圧縮強度に関しては、従来の基準 JIS A 1108 

（コンクリートの圧縮強度試験方法）‐2012 に

加え、セメントの種類や養生期間中の平均気温な

どに応じて設計基準強度を補正する新しい方法

を追加した 1)。また、型枠や支柱の取り外しに関

しては、コンクリートの表面温度の積算値をもと

に圧縮強度を計算する方法を追加した。すなわち、

実際のコンクリートの表面温度履歴によってコ

ンクリートの強度を推定すれば、従来よりも型枠

の存置期間を短縮できると考えられる。 

コンクリートの圧縮強度と表面温度の積算値

との間に相関関係があることは、既往の研究にて

検証され、積算温度によって強度の推定式も提案

されている 2-6)。告示案では、計測した表面温度

から圧縮強度を計算し、それが規準値を超えてい

れば型枠と支保工を取り外すことができるとさ

れているが、具体的な計測方法は提示していない。

これまでに実験室において標準養生と近い状態

での前述した温度測定や積算温度と圧縮強度の

検証の例は多いが、実構造物において測定した事

例がまだ少ない。 

そこで、本研究では建設時期が標準期および夏

季となる RC 造マンション新築工事を対象とし、

コンクリートの温度履歴と周囲温湿度を計測し、

表面温度の積算値によって推定した強度（以下、

推定強度）と、構造体の強度管理および型枠解体

用の試験結果との比較を行って、施工環境におい

て既存の強度推定式の精度を確認した。さらに、

現場の建築技術者に参考となるよう、本研究で実

施した強度確認の流れおよびその応用方法に関
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ABSTRACT Estimation method for the compressive strength of concrete based on accumulated 

temperature will contribute to the acceleration of productivity improvement proposed by the 

Ministry of Land, Infrastructure and Transport. In this paper, the precision of accumulated 

temperature based on estimation of compressive strength of concrete was investigated for 

actual structures built in normal period and in the summer time, respectively. The 

temperature history of the concrete, the humidity and the temperature around the concrete 

were measured and considered in accumulation temperature method. The results of 

accumulation temperature method were compared with the test results using concrete test 

pieces that designed for the strength management of actual structures and for the justification 

of demolition time for form timbering. The precision of the estimation equation was also 

evaluated. A procedure for strength confirmation and its application were given in the present 

work. 
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して例として提示した。 

2.測定概要 

2.1 対象建物 

計測対象を図 1～図 2 に示す。表 1 に示すよう

に計測階の打設時期より、建物 A および建物 B

の方はそれぞれ標準期および夏季として施工を

行う 2-3)。透水性の小さいせき板で被覆により湿

潤養生を行い、所定の圧縮強度に達した後、せき

板を取り外す。 

工事概要 

建築場所：大阪市西区 

主要用途：共同住宅と店舖 

構造種別：RC 造 

規模：地上 10 階 

建築面積：164.57 m2 

施工床面積：1603.52 m2 

計測階高：2,850mm(8F～10F) 

 
平面図（標準階） 

図 1 計測対象（建物 A） 

工事概要 

建築場所：東京都千代田区 

主要用途：共同住宅 

構造種別：RC 造 

規模：地上 9 階 

建築面積：115.59 m2 

施工床面積：1040.21 m2 

計測階高：2,810mm(5F) 

          2,760mm(6F～7F)  
平面図（標準階） 

図 2 計測対象（建物 B） 

表 1 コンクリートの打設環境（外気温） 

計測階 打設日 
外気温（℃） 

日平均 日最高 日最低 

建 

物 

A 

8F 2016/4/4 
15.9 20.3 11.8 

9F 2016/4/19 

10F 2016/5/12 21.5 27.0 16.9 

建 

物 

B 

5F 2016/7/12 
26.2 30.1 17.6 

6F 2016/7/25 

7F 2016/8/5 26.7 30.5 17.9 

計測対象のコンクリート打設方法は片押し打

ちである。また、上下階のコンクリート打設は約

2 週間程度をあけるため、先行打設の下階は上階

の温度上昇に与える影響がほぼない。 

2.2 使用材料 

表 2～表 5 にコンクリートの配合、使用材料お

よび配合強度などをそれぞれまとめた。 

セメントは普通セメント N 種を用いたコンク

リート、呼び強度は 30～47N/mm2、水セメント

比が約 50%であり、建物 A と建物 B は強度発現

の程度はそれほど大きな違いがないと考えられ

る。 

表 2 コンクリートの配合 

計測階 
W/C 

(%) 

細骨 

材率 

(%) 

単位量 (kg/m3) 

W C S G 混和剤 

建 

物 

A 

8F;9F 47.0 50.0 180 383 850 857 2.99 

10F 50.0 50.8 180 360 874 852 2.92 

建 

物 

B 

5F 40.7 50.6 170 418 887 891 4.18 

6F 39.0 48.4 174 446 813 891 4.01 

7F 40.0 46.5 179 448 764 919 46.5 

表 3 使用材料（建物 A） 
使用材料 種類 物性成分 

セメント C 
普通 N 

太平洋セメント（株） 
密度：3.16g/cm3 

細骨材 S 
混合砕砂：赤穂：津久見 

7:3（質量比）混合品 
表乾比重：2.60g/cm3 

粗骨材 G 砕石：兵庫県相生産 表乾比重：2.62g/cm3 

混和剤 高性能 AE 減水剤  

水 水道水  

表－4(a) 使用材料（建物 B, 5F～6F） 

使用材料 種類 物性成分 

セメントC 
普通N 

太平洋セメント（株） 
密度：3.16g/cm3 

細骨材S 
陸砂：千葉県君津市市宿 

砕砂：栃木県佐野市 

表乾比重：2.56g/cm3 

      2.65g/cm3 

粗骨材G 砕石：栃木県佐野市 表乾比重：2.70g/cm3 

混和剤 高性能AE減水剤  

水 水道水  

表－4(b) 使用材料（建物 B, 7F） 

使用材料 種類 物性成分 

セメントC 
普通N 

（株）トクヤマ 
密度：3.16 g/cm3 

細骨材S 山砂：千葉県君津市吉野 表乾比重：2.59 g/cm3 

粗骨材G 砕石：栃木県佐野市仙波町 表乾比重：2.71 g/cm3 

混和剤 高性能AE減水剤  

水 水道水  

 

計測 

位置 

 

計測位置 
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表 5 設計基準強度および配合強度 

階 
設計基準強度 

(N/mm2) 

呼び強度 

(N/mm2) 

配合強度 

(N/mm2) 

建 

物 

A 

8F 30 33 39.1 

9F 
27 30 36.4 

10F 

建 

物 

B 

5F 39 47 57.2 

6F 
36 42 

52.0 

7F 49.8 

2.3 計測点および計測方法 

温度計測点の設置図を図 3～図 4 に示す。スラ

ブ、梁、柱及び壁の断面寸法や解体時期は異なる

ため、各部材ごとに計測点を設け、温度履歴を計

測する。 

表面温度はコンクリート表面から直接に温度

を測定することが望ましいが、施工の便宜上に鉄

筋被り位置に設置する場合が多い。そこで、建物

A にコンクリートの表面（写真 1(a)）および鉄筋

被り位置にそれぞれ計測点を設置し、表面と被り

に生じた温度差を把握する。一方、夏季に外気温

の影響を確認するため、建物 B に代表的な部材

の表面および中心部にそれぞれ計測点を設置し

た。なお、建物 A および建物 B の鉄筋被りは

50mm である。 

温度測定の方法は文献 2)に示す熱伝達を用い

て物理的接触させ、T 種類、素線径 0.65mm の

熱電対を用いて写真 1(b)に示すように 60 秒ピッ

チで測定する。また、おんどとりを用いて施工環

境における環境温湿度（以下、周囲温度および周

囲湿度）を測定した。 

 

図 3 計測点の設置図（建物 A） 

 

図 4 計測点の設置図（建物 B） 

 

(a) 熱電対の設置 

 

(b) 温度測定の様子 

写真 1 熱電対の設置および温度測定の様子 

3.結果の考察および応用 

3.1 供試体の試験結果 

図 5 にコンクリートの強度管理用供試体の圧縮強

度 fcと材齢 T の関係曲線を示す。供試体の養生方法

は 1 日に現場空中養生、2 日以降に現場水中養生で

ある。 

建物 Aについては、材齢 7日以内において、圧縮

強度のバラツキがあるものの、配合によらず強度の

発現はほぼ同程度であった。建物 B については、6

階および7階は建物Aと似たような傾向が見られた。 

 

図 5 圧縮試験結果 
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3.2 温度測定の結果 

(1)温度履歴 

例として、計測したコンクリートの温度履歴曲

線を建物 Aの 9Fおよび建物 Bの 6Fについて図

6 示す。なお、周囲温度も同図に重ねて示す。 

図 6(a)に示すように、柱を除き、被り温度と表

面温度履歴は大きいな差は見られなかったため、

圧縮強度推定には被り温度の測定でもよいと考

えられる。 

いずれの計測階においても柱、梁、壁およびス

ラブは異なる温度履歴となった。これは、断面形

状によって発熱が異なることが主な原因の一つ

であると考える。柱および梁の断面は厚いため、

最高温度は高かった。また、部材厚の薄い壁とス

ラブは外気に接している面積も広いため、外気に

影響されやすく、図 6(b)に示すように建物 B に

おいては中心および表面温度はほぼ同程度であ

ったことを確認した。 

 

(a) 建物 A（9F；かぶり温度と表面温度） 

 

(b) 建物 B（6F；かぶり温度と中心温度） 

図 6 温度履歴 

(2)推定強度 

型枠の解体について推定強度 estσと圧縮強度 fc

との比較を図 7 に行い、推定精度について考察し

た。ただし、推定強度は次のように算出される 2-6)。 

28

0/)5.0(

28
1exp c

e

cte f
TT
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ここに、fc28は配合強度（N/mm2）、s はセメント

の種類に応じて決まる数値（普通セメント N 種：

0.31）、Teは有効材齢、T0は 1 日である。 

壁の推定強度は試験結果より約 6割高く、スラ

ブは推定強度より約 1割低いケースがあった。こ

れは、工事現場での養生温度以外に、構造体の部

材形状と供試体との相違、構造体の養生条件（型

枠による湿潤養生）と標準養生との相違、強度推

定式は限定的な条件で提案されたものによるも

のと考えられる。ただし、標準養生時の強度が得

られるような適当な安全係数を考慮すれば、工程

応用において強度の発現を安全側に見積もるこ

とができる。 

 

図 7 推定強度と圧縮強度の関係 

3.3 応用例 

本研究で実施した積算温度による強度推定の

流れを図 8 に示す。この方法は、必要な測定精度

を得た上で、経済的かつ手間のかからないメリッ

トがある。収集データより強度の推定を行い、コ

ンクリートの強度発現を把握し、現場で型枠（支

柱）解体の判断ができる。なお、この一連の作業

については関係部署と事前調整を行った上、工程

の実施状況（コンクリート工事や型枠工事など）

に合わせて行わなければならない。 

表 6 に試験強度 fcと推定強度 est σ との比較を

行い、建物 A へ適用した結果をまとめた。推定

強度と試験強度との比 estσ/fc を安全率と定義し、
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その値とその判定結果も同表に示す。推定強度 est 

σ は壁、梁およびスラブに計測したそれぞれの温

度履歴を用いて脱型や支柱解体の時期によって

推定し、各部材強度発現に追随しているものであ

ると考えられる。 

表 6 に示すように、型枠（支柱）解体作業につ

いては、推定強度が確認強度以上となり、試験強

度と同様に型枠（支柱）解体の時期を判定できる

ことを確認した。また、3.2 章(2)に述べたとおり

で、標準養生と異なる養生条件であるため、スラ

ブの推定強度は試験強度より約 1 割程度低いケ

ースが見られた。よって、部材が薄く外気に接す

る面積が大きい版状部材には前述した安全率を

見込んで、解体するかどうか判断する必要がある。 

 

図 8 積算温度による強度推定の流れ 

4.まとめ 

建設時期が標準期および夏季となるRC造マン

ション新築工事を対象とし、型枠と支保工の解体

時期を決定するため、積算温度によるコンクリー

ト強度の推定と応用例を検討した。まず、建物 A

に代表的な部材の被りおよびコンクリートの表

面に計測点を設置し、温度履歴や表面温度と被り

温度との差などを確認した。建物 B に代表的な

部材の被りおよび中心部に計測点を設け、温度履

歴の変化を確認した。次に、積算温度による推定

強度と試験結果との比較を行い、標準養生と異な

る施工環境において強度推定式の精度を確認し

た。さらに、積算温度による強度推定の流れおよ

び適用結果を示し、実務に有益な情報を提示した。 
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表 6 推定強度の応用例 

計測階 
材齢 

（日） 
型枠（支柱）解体 1) 

試験強度 

fc (N/mm2) 

確認強度 2) 

provσ  

(N/mm2) 

推定強度 

estσ 

(N/mm2) 

estimσ 

/ testσ 
判定 3) 

8F 

1 8W 7.13 5.0 11.30 1.58 YES 

3 
9G 

19.40 
16.0 25.65 1.32 YES 

9S 16.0 21.21 1.09 YES 

9F 

1 9W 7.30 5.0 9.30 1.27 YES 

6 
10G 

28.70 
16.0 30.58 1.07 YES 

10S 16.0 25.59 0.89 YES 

10F 
2 10W 12.70 5.0 20.62 1.62 YES 

5 11G 26.90 16.0 30.26 1.12 YES 

注：1) W、G および S はそれぞれ壁、梁およびスラブの型枠（支柱）の解体を表す。 

2) 基準値あるいは採用した型枠解体工法によって実施した型枠の取り外しや支柱解体の確認強度である。 

3) 推定強度≧確認強度なら、解体できると判断し、「YES」で表す。 
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